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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水銀吸着剤であって、
　吸着性物質と
　添加剤混合物と
　を有し、前記添加剤混合物が、
　　ハロゲン源と
　　リン酸アンモニウム塩、リン酸アンモニウム混合塩、ピロリン酸アンモニウム、リン
酸水素アンモニウム、リン酸二水素アンモニウム、及びこれらの組み合わせからなる群か
ら選択される非ハロゲン系窒素含有化合物と
　を有する、水銀吸着剤。
【請求項２】
　請求項１記載の水銀吸着剤において、前記非ハロゲン系窒素含有化合物が、リン酸二ア
ンモニウム、リン酸一アンモニウム、ピロリン酸アンモニウム、及びそれらの組み合わせ
からなる群から選択される、水銀吸着剤。
【請求項３】
　請求項１記載の水銀吸着剤において、前記ハロゲン源が無機ハロゲン塩、または臭素、
ヨウ素、もしくは塩素を有する、水銀吸着剤。
【請求項４】
　請求項３記載の水銀吸着剤において、前記無機ハロゲン塩が、次亜塩素酸カルシウム、
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次亜臭素酸カルシウム、次亜ヨウ素酸カルシウム、塩化カルシウム、臭化カルシウム、ヨ
ウ化カルシウム、塩化マグネシウム、臭化マグネシウム、ヨウ化マグネシウム、塩化ナト
リウム、臭化ナトリウム、ヨウ化ナトリウム、塩化アンモニウム、臭化アンモニウム、ヨ
ウ化アンモニウム、三塩化カリウム、三臭化カリウム、三ヨウ化カリウム、及びそれらの
組み合わせから選択される、水銀吸着剤。
【請求項５】
　請求項１記載の水銀吸着剤において、前記ハロゲン源が窒素性ハロゲン塩を有する、水
銀吸着剤。
【請求項６】
　請求項５記載の水銀吸着剤において、前記窒素性ハロゲン塩が、塩素、臭素、ヨウ素、
もしくはフッ素、またはそれらの組み合わせと、アンモニウム、アンモニア、アミン、ア
ミド、イミン、第四級アンモニウム、及びそれらの組み合わせとを有する、水銀吸着剤。
【請求項７】
　請求項１記載の水銀吸着剤において、前記ハロゲン源が、塩素、臭素、ヨウ素、臭化カ
ルシウム、塩化アンモニウム、臭化アンモニウム、ヨウ化アンモニウム、及びそれらの組
み合わせからなる群から選択される、水銀吸着剤。
【請求項８】
　請求項１記載の水銀吸着剤において、前記添加剤混合物が、非ハロゲン系窒素含有化合
物をハロゲン源に対して３：１、２：１、１：１、１：２、または１：３の比で有する、
水銀吸着剤。
【請求項９】
　請求項１記載の水銀吸着剤において、前記水銀吸着性剤中の添加剤混合物の合計量が、
前記水銀吸着剤の合計重量に対して０．５重量％～４０重量％である、水銀吸着剤。
【請求項１０】
　請求項１記載の水銀吸着剤において、ハロゲン源の合計量が、前記水銀吸着剤の合計重
量に対して１重量％～２０重量％である、水銀吸着剤。
【請求項１１】
　請求項１記載の水銀吸着剤において、非ハロゲン系窒素含有化合物の合計量が、前記水
銀吸着剤の合計重量に対して１重量％～２０重量％である、水銀吸着剤。
【請求項１２】
　さらにアルカリ性添加剤を有する、請求項１記載の水銀吸着剤。
【請求項１３】
　請求項１２記載の水銀吸着剤において、前記アルカリ性添加剤が、炭酸カルシウム、酸
化カルシウム、水酸化カルシウム、炭酸マグネシウム、水酸化マグネシウム、酸化マグネ
シウム、炭酸ナトリウム、重炭酸ナトリウム、セスキ炭酸ナトリウム二水和物、及びこれ
らの組み合わせからなる群から選択される、水銀吸着剤。
【請求項１４】
　請求項１記載の水銀吸着剤において、前記水銀吸着剤が吸着性物質と添加剤混合物との
乾燥混合剤を有する、水銀吸着剤。
【請求項１５】
　請求項１記載の水銀吸着剤において、前記吸着性物質が、前記添加剤混合物を含浸させ
たものである、水銀吸着剤。
【請求項１６】
　請求項１記載の水銀吸着剤において、前記水銀吸着剤が１μｍ～３０μｍの平均粒子径
を有する、水銀吸着剤。
【請求項１７】
　請求項１記載の水銀吸着剤において、前記吸着性物質が、炭素ベースの吸着性剤と非炭
素ベースの吸着性剤とからなる群から選択される、水銀吸着剤。
【請求項１８】
　請求項１記載の水銀吸着剤において、前記吸着性物質が、炭素質の木炭、活性炭、黒鉛
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、グラフェン、カーボンブラック、再生活性炭、ゼオライト、シリカ、シリカゲル、アル
ミナ粘土、及びこれらの組み合わせからなる群から選択される、水銀吸着剤。
【請求項１９】
　水銀排出を低下させる方法であって、
　排ガス流中に吸着性物質を注入する工程と、
　前記排ガス流中にハロゲン源を注入する工程と、
　前記排ガス流中に、リン酸アンモニウム塩、リン酸アンモニウム混合塩、ピロリン酸ア
ンモニウム、リン酸水素アンモニウム、リン酸二水素アンモニウム、及びこれらの組み合
わせからなる群から選択される非ハロゲン系窒素含有化合物を注入する工程と
　を有し、前記吸着性物質を注入する工程と、前記ハロゲン源を注入する工程と、前記非
ハロゲン系窒素含有化合物を注入する工程とが同時に実施される、方法。
【請求項２０】
　請求項１９記載の方法において、前記吸着性物質と、前記ハロゲン源と、前記非ハロゲ
ン系窒素含有化合物とが混合されている、方法。
【請求項２１】
　請求項１９記載の方法において、少なくとも前記吸着性物質が、空気予熱器よりも下流
で前記排ガス流中に注入される、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　関連出願との相互参照
　本発明は、２０１３年２月１４日に出願された「Ｅｎｈａｎｃｅｄ　Ｓｏｒｂｅｎｔ　
Ｆｏｒｍｕｌａｔｉｏｎ　Ｆｏｒ　Ｒｅｍｏｖａｌ　ｏｆ　Ｍｅｒｃｕｒｙ　Ｆｒｏｍ　
Ｆｌｕｅ　Ｇａｓ」と題する米国仮出願第６１／７６４，７１２号、及び２０１３年３月
１５日に出願された「Ｅｎｈａｎｃｅｄ　Ｓｏｒｂｅｎｔ　Ｆｏｒｍｕｌａｔｉｏｎ　Ｆ
ｏｒ　Ｒｅｍｏｖａｌ　ｏｆ　Ｍｅｒｃｕｒｙ　Ｆｒｏｍ　Ｆｌｕｅ　Ｇａｓ」と題する
米国特許出願第１３／８４１，８０１号に対する優先権を主張し、それらの出願全体が本
参照により本出願に組み込まれる。
【背景技術】
【０００２】
　水銀は既知の環境ハザードであり、ヒト及び非ヒト動物種の両者にとっての健康問題を
もたらす。米国においては１年あたり約５０トンが大気中へと放出され、その放出のかな
りの部分が電気事業などの石炭燃焼施設からの排出に由来する。公衆の衛生を守るため、
また環境を保護するために、公益設備産業は、その工場からの水銀排出レベルを低下させ
るためのシステムを開発し、試験し、かつ実施し続けている。炭素質の物質の燃焼におい
ては、水銀及び他の望ましくない化合物が大気中に放出されないように、燃焼段階の後に
、水銀及び他の望ましくない化合物が捕捉され保持される工程を有することが望ましい。
【０００３】
　排ガスからの水銀除去のための最も有望な解決手段の一つは、活性炭注入（ＡＣＩ）で
ある。活性炭は、水銀蒸気に対して高い親和性を有する、非常に多孔性で、非毒性の、容
易に入手可能な物質である。この技術は、自治体の焼却炉での使用のために既に確立され
ている。ＡＣＩ技術は水銀除去に有効であるが、活性炭と排ガス流との接触時間が短いこ
とは、活性炭の全吸着能力の非効率的な利用をきたす。ボイラーからの飛灰とともに排ガ
ス流中で炭素が運搬される際、水銀が吸着される。その後、電気集塵機（ＥＳＰ）、バッ
グハウスフィルター、または湿式スクラバーなどの微粒子捕捉装置により、その炭素及び
飛灰が除去される。
【０００４】
　高濃度の硫黄酸化物を含有する排ガス流においては、活性炭の注入による水銀除去は、
しばしば三酸化硫黄などの硫黄化合物の存在により損なわれる。典型的な排ガス流中の二
酸化硫黄の水銀に対する濃度は百万対一またはそれより高いかもしれず、そのような排ガ
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ス流中の三酸化硫黄の濃度は一般に千対一である。例えば、高硫黄排ガス流は、約５００
体積当たり百万分率（ｐｐｍｖ）から約２５００ｐｐｍｖまたはそれより多い二酸化硫黄
、及び約２ｐｐｍｖから約２０ｐｐｍｖまたはそれより多い三酸化硫黄を含有しうる。排
ガス中の水蒸気は、三酸化硫黄と結合して硫酸を形成するにより、問題をさらに悪化させ
る。瀝青炭、または瀝青炭とより低品位の亜瀝青炭との混合物を燃焼させる公益事業にと
っては、高レベルの硫黄酸化物、とくに三酸化硫黄の存在は、著しい懸念となりうる。
【０００５】
　石炭の燃焼中に生じる硫黄酸化物に加え、ＮＯｘ排出を制御するためのボイラーの下流
の選択的触媒還元（ＳＣＲ）工程においては、三酸化硫黄もまた意図せずに産生されるか
もしれず、あるいは飛灰を捕捉するために用いられるＥＳＰ装置の性能を改善するために
排ガスに加えられるかもしれない。その起源に関わらず、三酸化硫黄は、その水銀除去へ
の妨害の他に、発電設備の性能及び採算性に影響する意図しない結果を生じうる。これら
の結果は、システム構成要素の腐食、並びに煙突からの放出の際のプルーム可視性及び持
続時間の不要な増加を含む。
【０００６】
　硫黄酸化物による、注入される水銀吸着剤による水銀除去への妨害を防止するため、気
相において合計硫黄酸化物レベルの総体的な低下が達成される、多数の先行技術解決手段
が提案されてきた。これらの解決手段のほぼ全てが、排ガス中へのアルカリ性または他の
反応性作用剤の大量注入に依存し、これが硫黄酸化物と化学的に反応し、通常は吸着剤に
よる水銀吸着を妨害しない塩微粒子を形成する。いくらかの場合においてはその作用剤は
乾燥固形として注入され（乾式吸着剤注入（ＤＳＩ））、一方で他の方法においては作用
剤の水溶液が注入され、それが注入温度において迅速に脱揮し、導管中で硫黄酸化物に対
してさらにより高い反応性を有する非常に細かい乾燥粉末を生じる。例えば、炭酸ナトリ
ウムと重炭酸ナトリウムとの天然起源の混合物であるトロナは、乾燥反応物として排ガス
流中へ注入されると硫黄酸化物を制御するのに有効であることが発見された、市販の物質
である。
【０００７】
　酸化カルシウム（石灰）、水酸化カルシウム（消石灰）、炭酸カルシウム（石灰石）、
炭酸マグネシウム（ドロマイト）、水酸化マグネシウム、酸化マグネシウム、及び炭酸ナ
トリウムなどの他のアルカリ性作用剤もまた、硫黄酸化物の排出を制御するのに利用され
うる。そのような作用剤の溶液注入は、ＣｏｄａｎのＳＢＳ　Ｉｎｊｅｃｔｉｏｎ（商標
）技術に代表され、これは化学的還元剤である亜硫酸水素ナトリウム及び亜硫酸ナトリウ
ムの水溶液を使用し、三酸化硫黄除去についてより選択的かつ効果的である。あるいは、
炭酸ナトリウム、重炭酸ナトリウム、または水酸化ナトリウム、もしくはチオ硫酸ナトリ
ウムの溶液もまた使用されうる。しかしながら、これらの物質及び方法の全てが、効果的
な制御のためには比較的大量の作用剤が使用されなければならず、またより重要なことに
は、水銀吸着剤注入とは独立に別個の注入システムが導入されなければならず、それらの
応用にコスト及び複雑性を追加するという不都合を被る。アルカリベースの作用剤の場合
においては、そのような物質による、セメント及びコンクリート産業へのその後の販売の
ために収集される飛灰の特性に対する負の影響において、さらなる不都合がみられる。こ
の不都合性はアルカリ土類ベースの作用剤を使用することにより回避されるが、これらの
作用剤は一般にＥＳＰに対する抵抗性の不要な増加を付与する。一方で、アルカリベース
の作用剤は、一般にＥＳＰの作動には最小限の影響しか与えない。
【０００８】
　アルカリ性または他のＳＯｘ反応性作用剤は吸着剤自体の空孔構造中に組み込まれてき
たが、その意図は、硫黄化合物の存在下における水銀の除去ではなく、一様に硫黄化合物
の除去であってきた。吸着剤の本体内にＳＯｘ反応性物質を組み込む、活性炭及び他の吸
着剤の多数の他の例が報告されてきたが、いずれの例も、水銀除去の目的を対象とはして
おらず、また水銀吸着に利用可能な空孔構造の大部分が硫黄酸化物除去を優先して設計さ
れているために好ましい解決手段を提供する見込みもないため、水銀除去の技術を前進さ
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せはしないようである。
【０００９】
　効果的な水銀除去のためのシステムの至る所でのアルカリ性または他の反応性作用剤の
独立注入に依存せず、かつ単独注入モードにおいて固有に効果的である、高濃度の硫黄酸
化物、とくに三酸化硫黄を含有する排ガス流中における水銀除去のための、乾燥吸着剤組
成物を提供することへの需要が存在する。
【００１０】
　そのようなアルカリ性または反応性作用剤が乾燥吸着剤組成物の一部として用いられる
場合、吸着剤注入の箇所において局所的に水銀除去を向上させるのに必要なぶんのみ使用
することによりこれらの作用剤による周辺機器の作動への影響を制限し、また水銀除去の
ための機会を増加させるために多孔性吸着剤の本体内への組み込みを回避する必要がさら
にある。前記アルカリ性または反応性作用剤の独立な注入がなおも必要でありうる場合、
水銀除去を効果的にかつ周辺機器問題に対する影響は最低限としながら、さもなければ使
用されうるそのような作用剤の量を減少させる必要もまたある。
　この出願の発明に関連する先行技術文献情報としては、以下のものがある（国際出願日
以降国際段階で引用された文献及び他国に国内移行した際に引用された文献を含む）。
（先行技術文献）
　（特許文献）
　　（特許文献１）　カナダ国特許出願公開第２０３６７４６号明細書
　　（特許文献２）　独国特許発明第５８８５３１号明細書
　　（特許文献３）　欧州特許出願公開第０２８９８０９号明細書
　　（特許文献４）　特開昭４９－５３５９１号公報
　　（特許文献５）　特開昭４９－５３５９２号公報
　　（特許文献６）　米国特許第１，９８４，１６４号明細書
　　（特許文献７）　米国特許第３，１９４，６２９号明細書
　　（特許文献８）　米国特許第４，１９６，１７３号明細書
　　（特許文献９）　米国特許第４，４９１，６０９号明細書
　　（特許文献１０）　米国特許第４，５００，３２７号明細書
　　（特許文献１１）　米国特許第４，７０８，８５３号明細書
　　（特許文献１２）　米国特許第５，３３６，８３５号明細書
　　（特許文献１３）　米国特許第５，４３５，９８０号明細書
　　（特許文献１４）　米国特許第５，６９５，７２６号明細書
　　（特許文献１５）　米国特許第６，５８９，３１８号明細書
　　（特許文献１６）　米国特許第６，６３８，３４７号明細書
　　（特許文献１７）　米国特許第６，７１９，８２８号明細書
　　（特許文献１８）　米国特許第６，８７８，３５８号明細書
　　（特許文献１９）　米国特許第６，８０８，６９２号明細書
　　（特許文献２０）　米国特許第６，８１８，０４３号明細書
　　（特許文献２１）　米国特許第６，８４８，３７４号明細書
　　（特許文献２２）　米国特許第６，９５３，４９４号明細書
　　（特許文献２３）　米国特許第６，９６０，３２９号明細書
　　（特許文献２４）　米国特許第７，４０４，９４０号明細書
　　（特許文献２５）　米国特許第７，４３５，２８６号明細書
　　（特許文献２６）　米国特許第７，５１４，０５２号明細書
　　（特許文献２７）　米国特許第８，０８０，０８８号明細書
　　（特許文献２８）　米国特許第８，１６８，１４７号明細書
　　（特許文献２９）　米国特許第８，３０９，０４６号明細書
　　（特許文献３０）　米国特許出願公開第２００４／０００３７１６号明細書
　　（特許文献３１）　米国特許出願公開第２００４／００１３５８９号明細書
　　（特許文献３２）　米国特許出願公開第２００４／００７４３９１号明細書
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　　（特許文献３３）　米国特許出願公開第２００４／０２４４６５７号明細書
　　（特許文献３４）　米国特許出願公開第２００５／００３９５９８号明細書
　　（特許文献３５）　米国特許出願公開第２００５／０１４７５４９号明細書
　　（特許文献３６）　米国特許出願公開第２００６／００４８６４６号明細書
　　（特許文献３７）　米国特許出願公開第２００６／００５１２７０号明細書
　　（特許文献３８）　米国特許出願公開第２００６／００９０６４６号明細書
　　（特許文献３９）　米国特許出願公開第２００６／０２０４４１８号明細書
　　（特許文献４０）　米国特許出願公開第２００６／０２０５５９２号明細書
　　（特許文献４１）　米国特許出願公開第２００７／０１２２３２７号明細書
　　（特許文献４２）　米国特許出願公開第２００７／０１４０９４１号明細書
　　（特許文献４３）　米国特許出願公開第２００７／０１８０９９０号明細書
　　（特許文献４４）　米国特許出願公開第２００７／０２３４９０２号明細書
　　（特許文献４５）　米国特許出願公開第２００８／０１３４８８８号明細書
　　（特許文献４６）　米国特許出願公開第２００８／０２７４８７４号明細書
　　（特許文献４７）　米国特許出願公開第２００９／０００７７８５号明細書
　　（特許文献４８）　米国特許出願公開第２００９／００１０８２８号明細書
　　（特許文献４９）　米国特許出願公開第２００９／０１３６４０１号明細書
　　（特許文献５０）　米国特許出願公開第２０１１／００４８２３１号明細書
　　（特許文献５１）　米国特許出願公開第２０１１／０２５０１１０号明細書
　　（特許文献５２）　米国特許出願公開第２０１２／０１０００５３号明細書
　　（特許文献５３）　米国特許出願公開第２０１２／０１８３４５８号明細書
　　（特許文献５４）　米国特許出願公開第２０１２／０２４４３５５号明細書
　　（特許文献５５）　国際公開第２００７／１１２２４８号
　　（特許文献５６）　国際公開第２０１１／１２７３２３号
　　（特許文献５７）　国際公開第２０１２／０３０５６０号
　（非特許文献）
　　（非特許文献１）　Ｇｌｅｉｓｅｒ　ｅｔ　ａｌ．，"Ｃｏｎｔｒｏｌ　ｏｆ　Ｍｅ
ｒｃｕｒｙ　ｆｒｏｍ　ＭＳＷ　Ｃｏｍｂｕｓｔｏｒｓ　ｂｙ　Ｓｐｒａｙ　Ｄｒｙｅｒ
　Ａｂｓｏｒｐｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　ａｎｄ　Ａｃｔｉｖａｔｅｄ　Ｃａｒｂｏｎ
　Ｉｎｊｅｃｔｉｏｎ"，Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ　ｏｆ　ａｎ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏ
ｎａｌ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ，Ｗｉｌｌｉａｍｓｂｕｒｇ，Ｖｉ
ｒｇｉｎｉａ，Ｍａｒ．１９９３．
　　（非特許文献２）　Ｇｒａｎｉｔｅ　ｅｔ　ａｌ．，"Ｎｏｖｅｌ　Ｓｏｒｂｅｎｔ
ｓ　ｆｏｒ　Ｍｅｒｃｕｒｙ　Ｒｅｍｏｖａｌ　ｆｒｏｍ　Ｆｌｕｅ　Ｇａｓ"，Ｉｎｄ
ｕｓｔｒｉａｌ　&　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ
（Ａｐｒ．２０００），３９（４）：１０２０－１０２９．
　　（非特許文献３）　Ｏｆｆｉｃｅ　ｏｆ　Ｉｎｓｐｅｃｔｏｒ　Ｇｅｎｅｒａｌ，Ｅ
ｖａｌｕａｔｉｏｎ　Ｒｅｐｏｒｔ：　Ａｄｄｉｔｉｏｎａｌ　Ａｎａｌｙｓｅｓ　ｏｆ
　Ｍｅｒｃｕｒｙ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎｓ　Ｎｅｅｄｅｄ　Ｂｅｆｏｒｅ　ＥＰＡ　Ｆｉｎ
ａｌｉｚｅｓ　Ｒｕｌｅｓ　ｆｏｒ　Ｃｏａｌ－Ｆｉｒｅｄ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｕｔｉ
ｌｉｔｉｅｓ，Ｒｅｐｏｒｔ　Ｎｏ．２００５－Ｐ－００００３，Ｆｅｂ．３，２００５
，ｐｐ．１－５４．
　　（非特許文献４）　Ｗｈｉｔｅ　ｅｔ　ａｌ．"Ｐａｒａｍｅｔｒｉｃ　Ｅｖａｌｕ
ａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｐｏｗｄｅｒｅｄ　Ａｃｔｉｖａｔｅｄ　Ｃａｒｂｏｎ　Ｉｎｊｅｃ
ｔｉｏｎ　ｆｏｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　ｏｆ　Ｍｅｒｃｕｒｙ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎｓ　ｆｒ
ｏｍ　ａ　Ｍｕｎｉｃｉｐａｌ　Ｗａｓｔｅ　Ｃｏｍｂｕｓｔｏｒ，"Ｐａｐｅｒ　Ｎｏ
．９２－４０．０６，１９９２　Ａｎｎｕａｌ　Ｍｅｅｔｉｎｇ，Ａｉｒ　ａｎｄ　Ｗａ
ｓｔｅ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ，Ｋａｎｓａｓ　Ｃｉｔｙ，Ｍ
ｉｓｓｏｕｒｉ，Ｊｕｎｅ．１９９２．
　　（非特許文献５）　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｓｅａｒｃｈ　Ｒｅｐｏｒｔ／Ｗ
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ｒｉｔｔｅｎ　Ｏｐｉｎｉｏｎ　ｄａｔｅｄ　Ｍａｙ　２２，２０１４　ｒｅｃｅｉｖｅ
ｄ　ｆｏｒ　ｃｏｒｒｅｓｐｏｎｄｉｎｇ　ＰＣＴ／ＵＳ２０１４／０１４６０５．
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　様々な実施形態は、吸着性剤物質と、ハロゲン源と、非ハロゲン系窒素含有化合物とを
含む水銀吸着剤を対象とする。いくらかの実施形態においては、非ハロゲン系窒素含有化
合物は、例えば、重炭酸アンモニウム塩、リン酸アンモニウム塩、リン酸アンモニウム混
合塩、ピロリン酸アンモニウム、リン酸水素アンモニウム、リン酸二水素アンモニウム、
及びこれらの類似物、並びにこれらの組み合わせでありうる。一定の実施形態においては
、非ハロゲン系窒素含有化合物は、重炭酸アンモニウム、炭酸アンモニウム、リン酸二ア
ンモニウム、リン酸一アンモニウム、塩化アンモニウム、ピロリン酸アンモニウム、及び
これらの組み合わせでありうる。吸着性物質は、炭素質の木炭、活性炭、カーボンブラッ
ク、再活性炭、ゼオライト、シリカ、シリカゲル、アルミナ粘土、及びこれらの組み合わ
せを含むがこれらに限定されない、あらゆる吸着性物質でありうる。
【００１２】
　様々な実施形態においては、ハロゲン源は、次亜塩素酸カルシウム、次亜臭素酸カルシ
ウム、次亜ヨウ素酸カルシウム、塩化カルシウム、臭化カルシウム、ヨウ化カルシウム、
塩化マグネシウム、臭化マグネシウム、ヨウ化マグネシウム、塩化ナトリウム、臭化ナト
リウム、ヨウ化ナトリウム、塩化アンモニウム、臭化アンモニウム、ヨウ化アンモニウム
、三塩化カリウム、三臭化カリウム、三ヨウ化カリウム、及びこれらの組み合わせなどだ
がこれらに限定されない、無機ハロゲン塩を含みうる。いくらかの実施形態においては、
ハロゲン源は、例えば、塩素、臭素、ヨウ素、もしくはフッ素、またはこれらの組み合わ
せと、アンモニウム、アンモニア、アミン類、アミド類、イミン類、第四級アンモニウム
、及びこれらの組み合わせとなどの窒素性ハロゲン塩でありうる。一定の実施形態におい
ては、ハロゲン源は、臭化カルシウム、塩化アンモニウム、臭化アンモニウム、ヨウ化ア
ンモニウム、臭化ナトリウム、及びこれらの組み合わせでありうる。いくらかの実施形態
においては、ハロゲン源は、塩素、臭素、及びヨウ素でありうる。
【００１３】
　そのような実施形態の添加剤混合物は、非ハロゲン系窒素含有化合物を、ハロゲン源に
対して、約３：１、約２：１、約１：１、約１：２、もしくは約１：３の比、またはこれ
らの範囲に包含されるあらゆる比で含みうる。いくつかの実施形態においては、水銀吸着
性剤中の添加剤混合物の合計量は、水銀吸着剤の合計重量に対して、約０．５重量％から
約４０重量％でありうる。特定の実施形態においては、ハロゲン塩の合計量は、水銀吸着
剤の合計重量に対して、約１重量％から約２０重量％でありうる。また一定の実施形態に
おいては、非ハロゲン系窒素含有化合物の合計量は、水銀吸着剤の合計重量に対して、約
１重量％から約２０重量％である。
【００１４】
　いくらかの実施形態においては、吸着剤は、例えばアルカリ性添加剤などの追加の成分
を含みうる。また特定の実施形態においては、そのアルカリ性添加剤は、炭酸カルシウム
、酸化カルシウム、水酸化カルシウム、炭酸マグネシウム、水酸化マグネシウム、酸化マ
グネシウム、炭酸ナトリウム、重炭酸ナトリウム、セスキ炭酸ナトリウム二水和物、及び
これらの類似物、並びにこれらの組み合わせでありうる。
【００１５】
　一定の実施形態においては、水銀吸着剤は、吸着性物質と添加剤混合物との乾燥混合剤
であってもよい。他の実施形態においては、吸着性物質は、添加剤混合物が含浸されてい
てもよい。そのような実施形態においては、水銀吸着剤が乾燥混合剤であろうと含浸され
た吸着性物質であろうと、水銀吸着剤は約１μｍから約３０μｍの平均粒子径を有しうる
。
【００１６】
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　他の実施形態は、排ガス流中へ吸着性物質を注入する工程と、その排ガス流中へハロゲ
ン源を注入する工程と、その排ガス流中へ非ハロゲン系窒素含有化合物を注入する工程と
により、水銀排出を低下させるための方法を対象とする。いくらかの実施形態においては
、吸着性物質を注入する工程と、ハロゲン源を注入する工程と、非ハロゲン系窒素含有化
合物を注入する工程とが同時に実施される。一定の実施形態においては、吸着性物質、ハ
ロゲン源、及び非ハロゲン系窒素含有化合物は、注入前に、吸着性物質と、ハロゲン源と
、非ハロゲン系窒素含有化合物との混合物として混合されうる。特定の実施形態において
は、少なくとも吸着性物質が、空気予熱器の前において排ガス流中へ注入される。
【００１７】
　さらに他の実施形態は、吸着性物質と、ハロゲン塩と、非ハロゲン系窒素含有化合物と
を有する水銀吸着剤を排ガス流中へ注入する工程を含む、水銀排出を低下させるための方
法を対象とする。また、特定の実施形態においては、少なくとも吸着性物質が、空気予熱
器の前において排ガス流中へ注入される。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】図１は、異なるアンモニウム塩配合剤の供給速度に対する、水銀除去を示す。
【図２】図２は、異なるアンモニア前駆体を使用する場合の、水銀除去の影響を例証する
。
【図３】図３は、リン酸二アンモニウム有りまたは無しの活性炭試料に浸された炭素鋼試
験小片の、その経時的な重量増加により立証される、臭化アンモニウム関連腐食の比較を
例証する。
【図４】図４は、粉末化Ｂ－ライン炭素の発火温度（３９８．７６℃）のＤＳＣ測定を示
す。
【図５】図５は、３０重量％臭化アンモニウムを有する粉末化Ｂ－ライン炭素の発火温度
（３８０．５１℃）のＤＳＣ測定を示す。
【図６】図６は、１０重量％リン酸二アンモニウムを有する粉末化Ｂ－ライン炭素の発火
温度（４３４．９５℃）のＤＳＣ測定を示す。
【図７】図７は、１０重量％臭化アンモニウム及び２０重量％リン酸二アンモニウムを有
する粉末化Ｂ－ライン炭素の発火温度（４３０．４０℃）のＤＳＣ測定を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　本組成物及び方法が開示される前に、工程、組成物、または技法は変化しうるため、本
発明は、開示される特定の工程、組成物、または技法に限定されないことが理解されるべ
きである。本開示において使用される用語は、特定のバージョンまたは実施形態のみを開
示する目的のためであり、添付の特許請求の範囲によってのみ限定されることになる本発
明の範囲を制限することを意図しないことも、また理解されるべきである。別に定義され
ない限り、本明細書で使用される全ての専門的及び科学的用語は、当業者により一般に理
解されるのと同じ意味を有する。本発明の実施形態の実践または試験においては、本明細
書において開示されるのと類似するまたは同等のあらゆる方法及び物質が使用されうるが
、以下では好ましい方法、装置、及び物質が開示される。本明細書において言及される全
ての刊行物は、その全体が参照により組み込まれる。本明細書のいかなる事項も、そのよ
うな開示内容よりも本発明が先であるとする権利がないことを、先行発明を原因として認
めるものであると解釈されるべきではない。
【００２０】
　文脈が明らかに別に規定しない限り、本明細書及び添付の特許請求の範囲において使用
される単数形「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」は、複数形の参照対象を含むことも、ま
た留意されなければならない。従って、例えば、「燃焼チャンバー」への言及は、「１つ
またはそれより多い燃焼チャンバー」及び当業者に既知のそれらの同等物への言及であり
、その他についても同様である。
【００２１】
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　本明細書において使用される用語「約」は、それと共に用いられる数字の数値のプラス
またはマイナス１０％を意味する。従って、約５０％は、４５％～５５％の範囲内である
ことを意味する。
【００２２】
　本発明の実施形態は、吸着性物質と、ハロゲン源及び非ハロゲン系窒素含有化合物を含
む添加剤混合物とを含む、水銀吸着剤を対象とする。さらなる実施形態は、そのような水
銀吸着剤をつくるための方法を対象とし、なおもさらなる実施形態は、排ガスからの水銀
などの重金属の除去のために水銀吸着剤を使用するための方法を対象とする。本発明の吸
着剤は、現在入手可能な吸着剤と同様の重金属吸着を提供しつつ、現在入手可能な重金属
吸着剤よりも少ないハロゲンまたはハロゲン化物を含みうる。従って、実施形態の吸着剤
は、類似の吸着剤よりも低コストで優れた吸着特性を提供しうる。
【００２３】
　吸着性物質は、例えば、炭素質の木炭、活性炭、カーボンブラック、再活性炭、ゼオラ
イト、シリカ、シリカゲル、アルミナ粘土、またはこれらの組み合わせなどの、当技術分
野で公知のあらゆる吸着性物質でありうる。いくらかの実施形態においては、吸着性物質
は、活性炭素、炭素質の木炭、カーボンブラック、または再活性炭でありうる。そのよう
な吸着性物質は、あらゆる平均粒子径（ＭＰＤ）を有しうる。例えば、いくらかの実施形
態においては、吸着性物質のＭＰＤは、約０．１μｍから約１００μｍであってもよく、
また他の実施形態においては、ＭＰＤは約１μｍから約３０μｍであってもよい。さらに
他の実施形態においては、吸着性物質のＭＰＤは、約１５μｍより小さくてもよく、また
いくらかの特定の実施形態においては、ＭＰＤは、約２μｍから約１０μｍ、約４μｍか
ら約８μｍ、または約５μｍもしくは約６μｍであってもよい。一定の実施形態において
は、水銀吸着剤は、約１２μｍより小さいＭＰＤを有してもよく、あるいは、いくらかの
実施形態においては７μｍより小さいＭＰＤを有してもよい。いくらかの実施形態におい
ては、水銀吸着剤は少なくとも約３００ｍ２／ｇの表面積を有する。
【００２４】
　ハロゲン源は、少なくとも１つのハロゲン原子を有するあらゆる化合物であってもよく
、また無機ハロゲン塩などのハロゲン塩を含んでもよい。多数の無機ハロゲン塩が当技術
分野において公知であり、臭化物、臭素酸塩、次亜臭素酸塩、ヨウ化物、ヨウ素酸塩、次
亜ヨウ素酸塩、塩化物、塩素酸塩、及び次亜塩素酸塩を含む。ハロゲン種は、例えば、塩
素、臭素、ヨウ素、またはフッ素などのあらゆるハロゲン元素であってもよい。いくらか
の実施形態においては、ハロゲン種は、例えば、リチウム、ナトリウム、及びカリウムな
どのアルカリ金属、または、マグネシウム、もしくはカルシウム対イオンなどのアルカリ
土類金属と対形成してもよい。無機ハロゲン塩の非限定的な例は、次亜塩素酸カルシウム
、次亜臭素酸カルシウム、次亜ヨウ素酸カルシウム、塩化カルシウム、臭化カルシウム、
ヨウ化カルシウム、塩化マグネシウム、臭化マグネシウム、ヨウ化マグネシウム、塩化ナ
トリウム、臭化ナトリウム、ヨウ化ナトリウム、塩化アンモニウム、臭化アンモニウム、
ヨウ化アンモニウム、三塩化カリウム、三臭化カリウム、三ヨウ化カリウム、及びこれら
の類似物、並びにこれらの組み合わせを含む。特定の実施形態においては、ハロゲン塩は
臭化カルシウム（ＣａＢｒ２）などの臭化塩であってもよく、またいくらかの実施形態に
おいては、ハロゲン塩は窒素性ハロゲン塩であってもよい。ここで、ハロゲンとは、塩素
、臭素、ヨウ素、もしくはフッ素、またはこれらの組み合わせである。窒素性種は、アン
モニウム、アンモニア、アミン類、アミド類、イミン類、第四級アンモニウム、及びこれ
らの類似物から構成される群から選択されうる。そのような窒素性ハロゲン塩のより具体
的な例は、塩化アンモニウム、臭化アンモニウム、及びヨウ化アンモニウムを含む。なお
もさらなる実施形態においては、ハロゲン源は、例えば、ブロモホルム、ブロモエタン、
２－ブロモエタノール、１－ブロモプロパン、１－ブロモブタン、２－ブロモブタン、Ｎ
－ノニル臭化物、及びこれらの化合物のクロロもしくはヨード型、並びにこれらの組み合
わせなどの、有機ハロゲン化物であってもよい。さらなる有機ハロゲン化物は、例えば、
１－ブロモペンタン、１－ブロモヘキサン、１－ブロモヘプタン、１－ブロモオクタン、
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１－ブロモデカン、１－ブロモドデカン、１－ブロモテトラデカン、１－ブロモヘキサデ
カン、１－ブロモオクタデカン、及びこれらの化合物のクロロもしくはヨード型、並びに
これらの組み合わせなどの、脂肪族鎖含有ハロゲン含有化合物を含む。特定の実施形態に
おいては、ハロゲン源は臭化アンモニウムでありうる。そのような実施形態においては、
ハロゲン源の酸化剤含有量は、吸着性物質１００グラム当たり、約０．１５当量近く、ま
たはそれより高くてもよい。ここで、酸化剤１当量は、酸化還元反応において電子１モル
と反応するのに必要な量と定義される。
【００２５】
　実施形態は特定の非ハロゲン系窒素含有化合物に限定されず、また一定の実施形態にお
いては、非ハロゲン系窒素含有化合物は、中性もしくは非アルカリ性の非ハロゲン系窒素
含有化合物であってもよい。いくらかの実施形態においては、非ハロゲン系窒素含有化合
物は、例えば、重炭酸アンモニウム塩、リン酸アンモニウム塩、リン酸アンモニウム混合
塩、ピロリン酸アンモニウム、リン酸水素アンモニウム、リン酸二水素アンモニウム類、
及びこれらの類似物、並びにこれらの組み合わせを含む。例えば、様々な実施形態におい
て、非ハロゲン系窒素含有化合物は、重炭酸アンモニウム、炭酸アンモニウム、リン酸二
アンモニウム、リン酸一アンモニウム、塩化アンモニウム、ピロリン酸アンモニウム、及
びこれらの組み合わせでありうる。他の実施形態においては、非ハロゲン系窒素含有化合
物は、アミド、尿素、尿素含有化合物、またはこれらのあらゆる組み合わせでありうる。
非ハロゲン系窒素含有化合物がアミドであるそのような実施形態においては、アミドは、
ジメチルアセトアミド、アセトアミド、スルホンアミド、カルバミド、及びこれらの類似
物、またはこれらの組み合わせでありうる。特定の実施形態においては、非ハロゲン系窒
素含有化合物は尿素である。
【００２６】
　吸着性物質と添加剤混合物とは、いかように組み合わせられてもよい。例えば、いくら
かの実施形態においては、添加剤混合物は液体中に分散してもよく、吸着剤は含浸された
吸着剤を生成するようにその液体と接触してもよい。そのような含浸工程は、当技術分野
で周知であり、添加剤が、吸着剤物質上に分散している、またはさもなければ吸着剤物質
の外側表面にもしくは吸着剤物質の空孔内で物理的に結合している吸着剤を生じる。
【００２７】
　他の実施形態においては、添加剤混合物を伴う吸着性物質は、吸着性物質と添加剤との
乾燥混合剤である吸着剤を生成するために、共粉砕されてもよい。そのような乾燥混合剤
においては、吸着性物質と添加剤混合物の添加剤とは、互いに物理的に結合していない、
類似した粒子径を有する異なる別個の粒子である。従って、乾燥混合剤吸着剤の形態は、
含浸された吸着剤とは異なる。
【００２８】
　乾燥混合剤中の水銀吸着剤は、あらゆる平均粒子径（ＭＰＤ）を有してもよい。例えば
、いくらかの実施形態においては、水銀吸着剤のＭＰＤは約０．１μｍから約１００μｍ
であってもよく、また他の実施形態においては、ＭＰＤは約１μｍから約３０μｍであっ
てもよい。さらに他の実施形態においては、水銀吸着剤のＭＰＤは、約１５μｍより小さ
くてもよく、またいくらかの実施形態においては、ＭＰＤは、約２μｍから約１０μｍ、
約４μｍから約８μｍ、または約５μｍもしくは約６μｍであってもよい。一定の実施形
態においては、水銀吸着剤は、約１２μｍより小さいＭＰＤを有してもよく、あるいは、
いくらかの実施形態においては７μｍより小さいＭＰＤを有してもよい。いくらかの実施
形態においては、三酸化硫黄吸着よりも水銀吸着に対する選択性の増加は、約１０μｍよ
り小さいまたは約７μｍより小さいＭＰＤとなるように、活性炭を添加剤混合物と共粉砕
することにより、提供されうる。理論により拘束されることを望まないが、ハロゲンが効
果的に水銀を酸化し、またそのアルカリ性が三酸化硫黄の吸着を妨害するため、小さいＭ
ＰＤは水銀吸着の選択性を向上させうる。
【００２９】
　いくらかの実施形態においては、添加剤混合物組成物は、約３：１、約２：１、約１：
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１、約１：２、約１：３、またはこれらの代表的比率内のあらゆる比の、非ハロゲン系窒
素含有化合物対ハロゲン源比を有しうる。添加剤混合物の合計量は、実施形態間で変化し
てもよく、また水銀吸着剤の使用に依存して変化してもよい。例えば、様々な実施形態に
おいて、その合計量は吸着剤の合計重量に対して約０．５重量％から約４０重量％であっ
てもよい。また一定の実施形態においては、添加剤混合物は、約１重量％から約３０重量
％、約１０重量％から約３０重量％、約２０重量％から約３０重量％、またはこれらの範
囲内のあらゆる範囲もしくは個別の重量百分率であってもよい。さらなる実施形態におい
ては、添加剤混合物の合計重量は、水銀吸着剤１００グラム当たり、約０．３０当量より
大きく、もしくは約０．３０当量に等しくてもよい。
【００３０】
　個別的には、いくらかの実施形態においては、ハロゲン源は水銀吸着剤の約０．５重量
％から約３０重量％であってよく、また他の実施形態においては、ハロゲン源は約１重量
％から約２０重量％、約３重量％から約１５重量％、約５重量％から約１０重量％、また
はこれらの範囲内のあらゆる範囲もしくは個別の重量百分率であってもよい。そのような
実施形態における非ハロゲン系窒素含有化合物は、水銀吸着剤の約０．５重量％から約３
０重量％であってよく、またいくらかの実施形態においては、非ハロゲン系窒素含有化合
物は約１重量％から約２０重量％、約５重量％から約２０重量％、約１０重量％から約２
０重量％、またはこれらの範囲内のあらゆる範囲もしくは個々の重量百分率であってもよ
い。さらなる実施形態においては、非ハロゲン系窒素含有化合物は、水銀吸着剤１００グ
ラム当たり、約０．２０当量より大きく、もしくは約０．２０当量に等しくてもよい。
【００３１】
　一般に、活性炭などの吸着性物質は、高濃度の酸性気体、またとくにＳＯ３及び／また
はＳＯ２などの硫黄酸化物種ＳＯｘ並びに他の酸性気体を有する排ガス中では、より抵抗
率で水銀を除去する。二酸化硫黄ＳＯ２は、吸着性剤表面上の触媒部位の存在下、排ガス
中で酸素により三酸化硫黄へと酸化されうる。これらの硫黄酸化物の吸着の総体的効果は
、排ガスからの水銀の吸着を不可能にする、または強力に妨害する。
【００３２】
　この硫黄酸化物種による妨害は、水の存在下でさらに増強されるかもしれず、水は排ガ
ス流中に一般に存在する。様々な実施形態の水銀吸着剤は、固有の疎水性特性を有しうる
。例えば、活性炭は水によってよりも有機溶剤によってより容易に湿潤化されるほど本質
的に疎水性であるものの、全ての活性炭は完全には疎水性でなく、また活性炭表面の一定
の一部分は部分的に親水性特性を示しうる。いくらかの実施形態においては、上で開示の
水銀吸着剤を、酸性気体除去に対する高い親和性、高い選択性、及び迅速な動態を有する
１つまたはそれより多い第二作用剤と組み合わせることにより、水銀除去がさらに向上し
うる。その作用剤は、本明細書においては、一括して「酸性気体抑制作用剤」または「酸
性気体抑制剤」と呼ばれうる。いくらかの実施形態においては、酸性気体作用剤は、水銀
吸着剤自体の中及び内部に物理的に組み込まれはしないかもしれない。むしろ、酸性気体
作用剤は、吸着性作用剤とブレンドされる、水銀吸着剤の別の成分として提供されうる。
従って、水銀吸着剤上では、水銀反応及び吸着のための最大の空孔スペースが維持されう
る。一定の実施形態においては、酸性気体抑制作用剤は、硫黄反応種に対する高い親和性
、高い選択性、及び迅速な動態を有するかもしれず、そのような組成物は、本明細書にお
いては「ＳＯｘ抑制作用剤」または「ＳＯｘ抑制剤」と呼ばれる。ゆえに、生じる水銀吸
着剤は、吸着性物質、添加剤混合物、及び１つまたはそれより多いＳＯｘ抑制作用剤を含
む。当技術分野で既知のあらゆる種のＳＯｘ抑制作用剤が、様々な実施形態の水銀吸着剤
において使用されうる。例えば、ＳＯｘ抑制作用剤は、酸化作用剤、アルカリ性作用剤、
アルカリ性及び酸化能力の両者を有する二重機能作用剤、または硫黄酸化物を特異的に吸
着するように処理された吸着性作用剤でありうる。
【００３３】
　いくらかの実施形態においては、酸性気体またはＳＯｘ抑制作用剤は、アルカリ性添加
剤であってもよい。多数のアルカリ性作用剤が、当技術分野で既知であり、かつ排ガスか
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ら硫黄酸化物種を除去するために現在使用されており、またあらゆるそのようなアルカリ
性作用剤が本発明においては使用されうる。例えば、様々な実施形態において、アルカリ
性添加剤は、アルカリ酸化物、アルカリ土類酸化物、水酸化物、炭酸塩、重炭酸塩、リン
酸塩、ケイ酸塩、アルミン酸塩、及びこれらの組み合わせでありうる。また一定の実施形
態においては、アルカリ性添加剤は、炭酸カルシウム（ＣａＣＯ３、石灰石）、酸化カル
シウム（ＣａＯ 、石灰）、水酸化カルシウム（Ｃａ（ＯＨ）２、消石灰）、炭酸マグネ
シウム（ＭｇＣＯ３、ドロマイト）、水酸化マグネシウム（Ｍｇ（ＯＨ）２）、酸化マグ
ネシウム（ＭｇＯ）、炭酸ナトリウム（Ｎａ２ＣＯ３）、重炭酸ナトリウム（ＮａＨＣＯ

３）、セスキ炭酸ナトリウム二水和物（Ｎａ３Ｈ（ＣＯ３）２・２Ｈ２Ｏ、トロナ）、及
びこれらの類似物、並びにこれらの組み合わせでありうる。様々な実施形態において、ア
ルカリ性添加剤は、水銀吸着剤１００グラム当たり、約０．１５当量よりも高いまたは約
０．１５当量と等しい濃度で提供されうる。ここで、アルカリ性添加剤１当量は、ヒドロ
キシルイオン１モルを生成する、または水素イオン１モルと反応するのに必要な量と定義
される。特定の実施形態においては、そのようなアルカリ性添加剤は、例えば１００ｍ２

／ｇより大きいなどの、純物質にしては比較的大きい表面積を有しうる。表面積の大きい
物質は、水銀元素の酸化を提供するためのハロゲン化合物及び他の添加される酸化剤を補
足しつつ、向上した動態、及び酸性気体またはＳＯｘ軽減のための性能を提供しうる。ア
ルカリ性添加剤は、水と会合及び結合しうる非常に極性の高い物質であるため、様々な実
施形態において、アルカリ性作用剤は、物理的混合剤として主な水銀吸着剤と組み合わせ
られてもよく、また一般には、吸着剤表面上に存在しないかもしれず、あるいは吸着剤空
孔構造内にも含有されないかもしれない。
【００３４】
　他の実施形態においては、水銀吸着剤は、約１０重量％から約７０重量％、約１０重量
％から約６０重量％、もしくは約１０重量％から約５０重量％のＳＯｘ抑制作用剤、また
は約１５重量％から約７０重量％、約１５重量％から約６０重量％、もしくは約１５重量
％から約５０重量％のＳＯｘ抑制作用剤、または約２０重量％から約７０重量％、約２０
重量％から約６０重量％、もしくは約２０重量％から約５０重量％のＳＯｘ抑制作用剤を
含みうる。理論に拘束されることは望まないが、酸性気体及びＳＯｘ抑制の向上は、水銀
吸着剤による水銀吸着の向上、及び酸性気体またはＳＯｘ抑制作用剤の濃度増加を可能に
する。とくに、例えば臭化アンモニウムなどの、ハロゲン化アンモニウム、ハロゲン化ア
ミン、または、ハロゲン化第四級アンモニウムは、現在入手可能な吸着性剤を超えて水銀
吸着を向上させ、これにより、例えば低含量の活性炭を含むが、活性炭含量が高い吸着剤
と同じくらい効果的に排ガス流から水銀を除去する、水銀吸着剤を提供しうる。低活性炭
吸着剤は、ポルトランドセメントにおける使用に関しては、石炭飛灰の質に対する有害な
影響がずっと小さいかもしれない。
【００３５】
　上で開示された様々な実施形態の組成物は、注入される水銀吸着剤中に、より高い率の
活性ハロゲン化物及びアルカリ性作用剤が含まれることを可能にしうる。例えば市販の臭
化炭素吸着剤、とくに臭素元素が含浸されたものなどの、添加剤混合物の水溶液で処理す
ることにより添加剤混合物が含浸された水銀吸着剤は、水銀吸着剤の表面上に小さい割合
の添加剤を保持することしかができず、含浸は、多孔性の水銀吸着剤の空孔を詰まらせ、
水銀吸着に利用可能な表面積を減少させる傾向にある。一方で、乾燥混合物中の活性ハロ
ゲン化物及び酸性気体またはＳＯｘ抑制作用剤の割合は、水銀吸着効率の低下を示すこと
なく、約１０重量％より大きく、約１５重量％より大きく、約２０重量％より大きく、ま
たは約３０重量％より大きく、また最大約５０重量％、最大約６０重量％、または最大約
７０重量％でありうる。
【００３６】
　さらに、様々な実施形態の吸着剤は、現在入手可能な含浸性吸着剤に比べ、製造、貯蔵
、及び注入の間に向上した安定性を示す。例えば、本明細書において開示される酸性気体
またはＳＯｘ抑制作用剤のいかなるものを用いた、約１５μｍまたは約２０μｍより小さ
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い平均粒子径を有する酸性気体またはＳＯｘ抑制作用剤の製造も、困難である。さらに、
全ての酸性気体またはＳＯｘ抑制作用剤が幾分かは吸湿性を有し、酸性気体またはＳＯｘ

抑制作用剤であるハロゲン化アンモニウム、ハロゲン化アミン、またはハロゲン化第四級
アンモニウムは、容易に水を吸収する。例えばリン酸二アンモニウムなどの非ハロゲン系
窒素含有化合物は、親水性であり、また水を容易に吸収もする。迅速な湿気吸収は、かな
りの再凝集を引き起こし、酸性気体またはＳＯｘ抑制作用剤を約１５μｍより小さい平均
粒子径で維持することを困難にする。理論に拘束されることを望まないが、水銀吸着剤が
分離剤及び競合する乾燥剤としてふるまい、これが乾燥混合物中の湿気量を低下させ、か
つ長期貯蔵、及び約１２μｍより小さい平均粒子径を有する酸性気体またはＳＯｘ抑制作
用剤の維持を可能にする結果、再凝集は減少しうる。粒子サイズの低下は、より迅速で選
択的な動態をも提供し、相乗効果の向上を可能にしうる。
【００３７】
　さらに、１０重量％から１５重量％より高い臭素元素搭載量においては、周囲環境下で
の平衡気相濃度が安全かつ許容可能な閾値限界値（０．６６ｍｇ／ｍ３ＴＷＡ、２．０ｍ
ｇ／ｍ３ＳＴＥＬ）より高くまで上昇するかもしれず、このことは取り扱い及び使用にお
いて問題を生む。またハロゲン化アルミニウム、ハロゲン化アミン、またはハロゲン化第
四級アンモニウムなどのＳＯｘ抑制作用剤は、金属カチオンが炭素の酸化を触媒すること
ができるハロゲン化金属含有吸着剤に伴う自己発熱及び燃焼を低下させる、防火特性を提
供しうる。
【００３８】
　水銀吸着剤と添加剤とは、あらゆる方法で混合されうる。例えば、いくらかの実施形態
においては、水銀吸着剤と添加剤とは、それらの物質を、後に排ガス流へ注入されること
ができる単一の水銀吸着剤へと物理的に混合、ブレンド、または粉砕することにより混合
されうる。いくらかの実施形態においては、吸着性物質と添加剤とは、別々に粉末形へと
粉砕され、次いでそれらの粉末が物理的にブレンドされる。その後、その粉末混合剤が、
排ガス中へなど一般的な空気流へ、または別の手段を用いることにより注入される。他の
実施形態においては、吸着性剤物質と添加剤とが異なる貯留槽に入れられ排ガス流へ同時
に注入されるように、混合は使用中に起こってもよい。あるいは、混合剤は固定層として
利用されてもよい。
【００３９】
　一定の実施形態においては、吸着性物質と添加剤とは共粉砕されうる。例えば、様々な
実施形態において、吸着性物質と添加剤または添加剤混合物とは、混合されて共粉砕され
、あるいは、およそ同じ粒子サイズ分布となるまでサイズ調製されうる。その粒子サイズ
は、いくらかの実施形態においては、約１２μｍより小さいもしくは約１２μｍと等しい
、約１０μｍより小さいもしくは約１０μｍと等しい、または約７μｍより小さい、平均
粒子径でありうる。理論に束縛されることは望まないが、三酸化硫黄濃度が排ガス中の水
銀レベルに比べ何桁も高いにもかかわらず、吸着剤のＭＰＤの低下は、吸着剤には加えら
れるが吸着剤空孔構造内には含有されない、局在化された添加剤または添加剤混合物と組
み合わせられると、迅速で選択的な水銀吸着を促進するのに驚くほど効果的であることが
分かってきた。この効果は、水銀吸着剤の全ての成分が混合されて共粉砕され、あるいは
そうでなければ、約１２μｍより小さいまたは約１２μｍと等しいＭＰＤまでサイズ調製
されうる場合、とくに効果的であることが示されてきた。共粉砕は、あらゆる方法により
実施されうる。例えば、様々な実施形態において、共粉砕は、ボウルミル、ローラーミル
、ボールミル、ジェットミル、もしくは他のミル、または乾燥固形の粒子サイズを減少さ
せるための当業者に既知のあらゆる粉砕装置を使用して実施されうる。
【００４０】
　そのような実施形態の水銀吸着剤は、上で開示のあらゆる吸着性物質、上で開示のあら
ゆる添加剤、及び上で開示のあらゆる酸性気体またはＳＯｘ抑制作用剤を含みうる。一定
の実施形態においては、吸着性物質は、活性炭、カーボンブラック、または再活性炭であ
りうる。いくらかの実施形態においては、添加剤は、ガス流中の水銀元素の迅速な補助的
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酸化を提供し、例えば、ハロゲン化合物などである。また特定の実施形態においては、そ
のハロゲン化合物は、アルカリまたはアルカリ土類金属類似体と比べ、高温で安定でない
かもしれない。さらなる実施形態においては、添加剤は、例えば追加の非ハロゲン系窒素
含有化合物などの追加の作用剤を含みうる。いくらかの実施形態においては、その追加の
非ハロゲン系窒素含有化合物は、リン酸二アンモニウムでありうる。
【００４１】
　さらなる実施形態は、吸着性物質と、ハロゲン源と、非ハロゲン系窒素含有化合物とを
含む水銀吸着剤を排ガス流へ注入することにより、排ガスから水銀を除去するための方法
を対象とする。いくらかの実施形態においては、吸着性物質と、ハロゲン源と、非ハロゲ
ン系窒素含有化合物とは、別々に排ガス流へ注入されてもよい。特定の実施形態において
は、吸着性物質、ハロゲン源、及び非ハロゲン系窒素含有化合物の各々が、排ガス流中の
異なる位置において異なる注入口を介して排ガスへ注入されてもよい。例えば、ハロゲン
源はボイラーへ導入され、非ハロゲン系窒素含有化合物及び吸着性物質はボイラーの上流
の異なる位置において注入されてもよい。他の実施形態においては、吸着性物質と、ハロ
ゲン源と、非ハロゲン系窒素含有化合物とが、排ガス流中の同じ位置において別々の注入
口を介して注入されてもよい。さらなる実施形態においては、吸着性物質、ハロゲン源、
及び非ハロゲン系窒素含有化合物のうちの２つまたはそれより多くが、混合されて同時に
注入されてもよい。例えば、ハロゲン源と非ハロゲン系窒素含有化合物との混合物が単一
の注入口を介して同時に注入され、吸着性物質が排ガス流中の同じ位置または異なる位置
において異なる注入口を介して注入されてもよい。他の実施形態においては、吸着性物質
とハロゲン源との混合物が単一の注入口を介して同時に注入され、非ハロゲン系窒素含有
化合物が排ガス流中の同じ位置または異なる位置において異なる注入口を介して注入され
てもよい。なおもさらなる実施形態においては、吸着性物質、ハロゲン源、及び非ハロゲ
ン系窒素含有化合物が、排ガス流中へ同時に注入されうる。例えば、吸着性物質と、ハロ
ゲン源と、非ハロゲン系窒素含有化合物との混合物が、排ガス流中へ注入されうる。
【００４２】
　吸着性物質、ハロゲン源、及び非ハロゲン系窒素含有化合物、またはこれらの成分の様
々な混合物は、ボイラーからバッグハウスまでの排ガス流のあらゆる箇所で注入されうる
。特定の実施形態においては、少なくとも吸着性物質が、空気予熱器の前（下流）におい
て注入されうる。上で論じられたように、ハロゲン源、及び非ハロゲン系窒素含有化合物
は、排ガス流中の同じ位置（つまり、空気予熱器の前）または異なる位置において注入さ
れうる（つまり、空気予熱器の上流または下流）。
【００４３】
　高ＳＯｘを有する排ガス流においてそのような組成物がとくに効果的でありうる一方、
本明細書で開示される吸着剤は、ＳＯ３濃度によらず、あらゆる排ガス流中の水銀を吸着
するのに用いられうる。例えば、様々な実施形態の吸着剤は、ＳＯ３含有量がないもしく
は非常に低い排ガス流、または高濃度のＨＣｌ、ＨＦ、もしくはＮＯｘ種などの他の酸性
気体を含有する排ガス流において用いられうる。いくらかの実施形態においては、水銀吸
着剤と、酸性気体またはＳＯｘ抑制作用剤添加剤とが、例えば、水銀吸着剤を、酸性気体
またはＳＯｘ抑制作用剤添加剤と混合またはブレンドすることにより、排ガス流への注入
の前に混合されてもよい。別の実施形態においては、水銀吸着剤と、酸性気体またはＳＯ

ｘ抑制作用剤添加剤とが、別々に排ガス流へ注入され、排ガス流自体の中で混合されても
よい。そのような実施形態においては、酸性気体またはＳＯｘ抑制作用剤添加剤が、三酸
化硫黄及び二酸化硫黄などの硫黄酸化物種を吸着し、そのような硫黄酸化物種が水銀吸着
剤に吸着する可能性を低下させうる。ゆえに、水銀吸着性作用剤上の水銀吸着に利用でき
る表面積の増加は、水銀吸着を増加させうる。
【００４４】
　実施例
　本発明はその一定の好ましい実施形態への言及とともに相当詳細に開示されてきたが、
他のバージョンも可能である。従って、添付の特許請求の範囲の真髄と範囲は、本明細書
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内に含有される開示内容及び好ましいバージョンに限定されるべきではない。本発明の様
々な態様が、以下の非限定的な実施例への言及とともに例証される。
【実施例１】
【００４５】
　臭化アンモニウム含有炭素は、とくにＳＯ３の存在下で３０重量％を含有する配合剤で
は、臭化ナトリウムを用いて調製された炭素よりも、ずっと優れた性能を示すことが分か
った。臭化アンモニウムを含有する活性炭が、検出可能なｐｐｍレベルのＳＯ３を含有す
る排ガス中において、水銀除去について試験された。臭化アンモニウムは、容易に分解し
てＨＢｒ及びアンモニアを産生した。ＳＯ３が炭素と結合しうる前に、アンモニアが今度
はＳＯ３と反応しＳＯ３を中和した。
【００４６】
　以前の試験は、塩化アンモニウムが、性能を低下させることなく、３０重量％吸着剤中
の臭化アンモニウムの少なくとも２分の３の代用となりうることを示した。この効果をさ
らに評価するために、２０重量％の未粉砕の重炭酸アンモニウムと、１０重量％の臭化ア
ンモニウムとを含有する吸着剤が調製された。Ｍｅｒｃｕｒｙ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｃｅ
ｎｔｅｒ（ＭＲＣ）でのＥＳＰ注入口におけるこの物質の注入は、図１に見られるように
、同じ粒子サイズで１０重量％の臭化アンモニウムのみを有する配合剤と比較して、水銀
捕捉を非常に向上させた。アンモニア（排ガス中での重炭酸アンモニウムの分解から生じ
た）により与えられた、観察された水銀捕捉性能の向上は、試験中に燃やされた低硫黄石
炭が検出可能なＳＯ３を有さない排ガスを生成することを考慮すると、予想外であった。
従って、水銀吸着剤中のアンモニア源は、検出可能レベルのＳＯ３の非存在下においてさ
えも、有益でありうる。
【実施例２】
【００４７】
　実施例１で同定された手順を用いた、ＭＲＣでの次の試験は、アンモニア前駆体として
リン酸二アンモニウムを用いて完遂された。２０重量％のリン酸二アンモニウムと１０重
量％の臭化アンモニウムとを含有する配合剤もまた、図２に見られるように、３０重量％
の臭化アンモニウムを含有する吸着剤より優れた性能を示すことが分かった。
【実施例３】
【００４８】
　リン酸二アンモニウムが臭化アンモニウム含有炭素に加えられ、相対湿度５０％で貯蔵
された。この配合剤は、炭素混合物に浸された炭素鋼試験小片の腐食を遅延させることが
分かった。これは、図３に示されるように、リン酸二アンモニウム有りの場合の試料の経
時的な重量の増加が、リン酸二アンモニウム無しの場合のそれよりもゆっくりであったこ
とにより判定された。非ハロゲン系アンモニウム塩もまた、不必要な副産物としてＨＣｌ
またはＨＢｒを生成しないことが分かった。
【実施例４】
【００４９】
　例えばリン酸二アンモニウム、リン酸一アンモニウム、及び硫酸アンモニウムなどのい
くつものアンモニウム塩が、防火特性を有することが知られている。活性炭配合剤中にそ
のような塩を存在させることは、炭素を熱的により安定にし、自己発熱から生じるくん焼
及び火を発生させにくくするのに役立ちうると仮定された。
【００５０】
　含浸剤無しの粉末化活性炭（図４）、３０重量％の臭化アンモニウムを有する粉末化活
性炭（図５）、１０重量％のリン酸二アンモニウムを有する粉末化活性炭（図６）、１０
重量％の臭化アンモニウムと２０重量％のリン酸二アンモニウムとを有する粉末化活性炭
 （図７）の発火温度が、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）により決定された。含浸剤無しの
粉末化活性炭は約３９９℃の発火温度を有し、活性炭と３０重量％の臭化アンモニウムと
の吸着剤混合物は約３８１℃の発火温度を示した。これに対し、活性炭と１０重量％のリ
ン酸二アンモニウムとを含有する吸着剤混合物は約４３５℃の発火温度を示し、１０重量



(16) JP 6166387 B2 2017.7.19

％の臭化アンモニウムと２０重量％のリン酸二アンモニウムとを含有する配合剤は約４３
０℃の発火温度を有した。この結果は、臭化アンモニウム有りまたは無しの活性炭配合剤
中に、アンモニウム塩であるリン酸二アンモニウムを存在させると、発火温度を上昇させ
、熱的により安定な配合剤を提供することを明らかにした。

【図１】 【図２】
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              米国特許出願公開第２０１１／００４８２３１（ＵＳ，Ａ１）　　
              米国特許出願公開第２０１１／０２５０１１０（ＵＳ，Ａ１）　　
              米国特許第０８０８００８８（ＵＳ，Ｂ１）　　
              特表２００５－５２４７６９（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２００６／０１９３７６３（ＵＳ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｂ０１Ｊ　　２０／００－　　２０／３４
              Ｂ０１Ｄ　　５３／３４－　　５３／８５　　　　
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